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	2012年（投票率44.15%）
	2008年（投票率42.31%）
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	候補者
	推薦政党
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	ひがし昌子
	共産党
	22,712
	19.5%
	10,865
	井上敏一
	共産党
	11,847
	10.9%

	越　直美
	民主・社民・対話
	51,735
	44.3%
	5,166
	黄瀬紀美子
	民主・対話
	46,569
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	目片　信
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	42,232
	36.1%
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いまちづくりの施策確立が求められています。


今回、こうした緊急性の高い課題を中心に、以下の事項をまとめましたので、２０１２年度の県政運営と予算編成に反映いただきますよう要請します。


１、農林漁業に壊滅的打撃を与えるだけでなく、医療、労働、金融、保険など国のあらゆるシステムをアメリカ型に転換させられ、国民に重大な影響を与えるＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）に絶対参加しないよう国に働きかけること。


２、期限を決め原発から撤退し、自然エネルギーに転換すること。福井県若狭湾の原発を再稼働させないことを国と電力事業者に働きかけること。


３、県立高校の統廃合をやめること。県単独加配教員の削減計画を中止し、３５人学級の早期実施すること。特別支援学校のマンモス化解消、公教育の一環としての私学助成を強めること。


４、子どもと障害者などへの福祉医療費の無料化継続と拡充をはかること。


５、「滋賀県中小企業振興条例」、「公契約条例」を制定し、地域起こしと中小企業・業者育成をはかること。


６、地方財源確保は、消費税の増税によらず、大企業・大資産家への応分の課税を行うことを国に働きかけること。








　本会は１月１３日、１２年度県予算と運営についての要請書提出を武元勲共同代表と構成団体の代表ら８人で行い、応対した荒川敦副知事に参加者が必要性を訴え要請しました。


（要請書の全文）


いま日本経済は、大震災と原発事故の甚大な被害に加え、異常な円高問題が、景気の悪化に拍車をかけています。依然として雇用情勢は厳しく、賃金は低く抑えられ、自営業者は仕事がありません。


野田政権が進める「社会保障・税一体改革」は、増税を国民に押し付け、年金などの社会保障制度を後退させるものです。また、野田首相が強引に進めるＴＰＰ参加問題は、大企業の海外戦略を後押しする一方で、国内農業のみならず医療、雇用にも深刻な影響を及ぼすものであり国の形を壊す重大問題です。これらは、今日の経済危機をもたらせた「構造改革」路線の回帰に他なりません。


こうした状況の中で、県民は命と暮し、地域経済を守るための施策を県が行うことを望んでいます。また、福島の原発事故は、原発と日本社会が共存できるかという問題を突きつけています。事故の収束もせず事故原因の究明もこれからという時に原発の再稼働など論外です。県は、当面の重点施策として危機管理センター建設を予定していますが、その前に、原発から３０キロ圏内に位置する高島市、長浜市内を中心にした住民の安全と暮らしをまもるための避難体制や、災害に強

















共同を広げる努力をすることを確認しています。


杉本敏隆(湖北原発ゼロの会)


　福島原発の事故を受けて湖南市でも地域から行動を起こそうと、「原発をなくそう」の一点での共同行動が呼びかけられました。市民団体や個人が実行委員会を結成し、昨年12月17日には「原発はいらない市民のつどい」を市役所前の森北公園で開催、寒風の中約６０人が参加しました。各団体からの決意表明とともに初めて参加されたお母さんが、小さい子どもさんを抱えて「わたしは、福島の事故がなければ、隣接する福井県に15基もの原発があることすら知りませんでした。放射能汚染は深刻です。食べるものにも気を使っています。私たちが少しでも運動することが大切だと思い参加しました。」と発言、参加者の感動を呼びました。


　集会後、思い思いのプラカードで市内を約１時間デモ行進をおこない、全国の運動とも連帯していくことを確認しました。実行委員会は「原発からの撤退を求める湖南市民の会」に発展し、3月11日に行われる県民集会「ばいばい原発　守ろうびわ湖」にも参加する方向で検討しているところです。


　 奥村信夫(原発からの撤退を求める湖南市民の会・代表世話人)　





若狭湾から吹いてくる北西の風が多い湖北地方では、福島第一原発事故後、原発への不安が大きく広がっています。「原発が群立する福井県に隣接する湖北地方は、日々原発の巨大な危険にさらされている。いまこそ市民一人ひとりが原発問題に正面から向かい、草の根から原発ゼロの声をあげていこう」との呼びかけのもと昨年１０月、「原発からいのちとびわ湖を守る湖北連絡会」（略称・湖北原発ゼロの会）が長浜市で発足しました。現在、長浜市と米原市に約１００人の会員がいます。


　会では今年に入って原発連続学習会を毎月開催しています。元高校教師の方などを講師に原発のそもそもからの学習や「放射能内部被爆から子どもを守るために」というＤＶＤの上映などをおこない、学習会は数十人の参加者の熱気であふれています。１０人の世話人の方々の献身的な努力は、原発ゼロへの熱意がこめられています。


会は２月７日、長浜市長に「若狭湾原発群への市民の不安を取り除くための申し入れ」をおこない、大飯原発再稼動中止、４０年以上の老朽原発廃炉、もんじゅ中止、原発新増設中止を国と原発事業者に求めるよう要請しました。世話人会では今後、会員の爆発的拡大と原発ゼロ署名運動などに取り組み、「原発ゼロ」の一点での広範な市民の








かったものの前回「会」票を二倍化する大善戦でした。勝利にいたりませんでしたが、前回「会」候補の得票（11,847）の約２倍にあたり、日本共産党単独推薦の候補としては過去最高得票でした。


一方、越陣営の民主（52,033）、社民（6,200）の参院選比例票の合計は、58,233。越氏の得票は51,735で、88.8％。目片陣営の自民（31,460）と公明（14,756）の合計票は、46,216。目片氏の得票は、42,232で、91.4%でした。


ひがし昌子の得票22,712票は、低投票率であるにもかかわらず、日本共産党の参院比例票（14,259）の159.3％に達しています。それらは、新しい政治を望む声であり、候補者の人柄・政治姿勢や、掲げた政策が支持政党の枠組みを超えて、市民のこころを揺り動かし、共同が広がり、新たな支持をふやすことができた選挙だったことを示すものです。


今回の選挙、「会」に結集する団体・個人方々の努力は報われたことは間違いありません。「会」と日本共産党は、この市長選挙をなんとしても勝ちに行くと決意し、二大政党だけの枠内での選択とせず、脱原発、福祉都市など大津市としての未来像を堂々とかかげて奮闘しました。そして、それに値する結果を得ました。選挙戦に参加・協力された方々の多くは、「新しい情勢」を実感しました。市民からは、「脱原発をかかげる候補者がでてくれてうれしかった」などと率直な感謝の言葉も届いています。


同時に、目標とした勝利にはまだまだ大きな距離を残しています。それは、情勢が求めるものと、会の自力とのギャップでもあります。真剣にたたかったからこそ、そのギャップは痛切に感じられるものとなりました。各分野の運動と地域ごとの要求運動を通じ、「会」の運動を継続し市民とともに、運動をおこし、「７つの処方箋」の重点政策の実現に今後とも奮闘しましょう。


　長田　茂（いのちとくらしを守る大津市政をつくる会事務局長）





大津市長選挙戦の対決構図は、かつての自民・公明の「福祉削減・行革路線」を大津市で継続しようという現職・目片陣営か、それをさらに加速し、市ガスを民営化し、支所を統廃合すると公言する民主党まるがかえの越陣営かという、「財政効率第一で悪政推進の二陣営」対「市民の福祉と暮らしの願いをかかげ、市政転換を訴える、ひがし昌子」のたたかいでした。


　さらに、２０１２年の最初の県都・首長選挙が大津市長選挙であり、二大政党がつくりだした政治の閉塞状況を打開する新しい政治を生み出す流れがどうなるのか、「脱原発」をスローガンに掲げた「ひがし」支持がどれくらい上積みされるのかが注目された選挙でもありました。


選挙戦は、暴走をくりかえす民主党・野田内閣のもと、いつ解散総選挙が行われてもおかしくないという情勢のもとで行われ、国政をめぐる党派間の駆け引きに影響を強く受ける選挙となりました。また、嘉田県政内部での対立や、県知事と市長会との対立が持ち込まれ、その影響も無視できない選挙ともなりました。そして市民不在の事実上のオール与党内の利害関係は、保守系の候補が立候補表明しながら、辞退するなどのドタバタ劇を生み出し、対決構図が明確となったのは、告示２カ月前の2011年11月でした。


選挙戦は序盤から、組織に勝る他の二陣営を「ひがし昌子」が激しく追う展開となりました。


被災地への医療支援と２５年の地域医療の体験にもとづき、「脱原発・福祉都市」宣言に示した市民のくらしを守り抜く「７つの処方箋」の重点政策、ＴＰＰや消費税増税反対というキッパリした政治姿勢が、支持政党の枠組みを超えて、市民のこころを揺り動かし、共同が広がり、新たな支持をふやすことができた選挙でした。　　　　


前回票を二倍化


11月18日の記者会見以後、脱原発、消費税大増税反対、福祉都市への転換めざして、「日本の夜明けは大津から」を合い言葉に政治全体の流れを変えるために奮闘しました。結果は、ひがし市長実現はならな








日時　３月１１日(日)


集会10:00-10:45 集会後パルコ前までパレード


会場　大津市・膳所公園


東日本大震災・原発事故から１年。９０人(2月15日現在)を超える呼びかけ人によって開催されます。問合せは県労連へ。ネットは「滋賀県労連」を検索し、そのホームページからリンクしてみることができます。








日時　２月２２日(水)18:00-20:00


会場　大津市・教文会館(高教組・全教事務所)


議題　活動報告、方針、予算、役員など


活動交流：個人会員、地域のみなさんもご参加ください
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